
①
経営
・

推進層

②
実践・活用層

③
スキル習得層

１　デジタル人材の定義

　
[①－１]　各部局のデジタル化・ＤＸ実現の必要性や、その推進方針を判断
　　　　＜幹部職員＞

[①－２]　ＣＩＯ・ＣＩＳＯ体制により、効率的で安全なデジタル化を推進

　　　　＜ＣＩＯ・ＣＩＳＯ補佐官（ＩＣＴ戦略推進監）、ＤＸセンター
　　　　職員、若手ＷＧ参加者＞

[①－３]　デジタル化・ＤＸ実現に向けた課題などに対して、専門的・技術

　　　　的な解決策を助言　＜ＤＸ推進アドバイザー＞

[②－１]　各部局の業務においてデジタルによる課題解決の企画、
　　　　導入、運用　＜デジタル化関連部署での業務経験者、Ｉ
　　　　ＣＴ企業等の民間経験者、所管情報システム担当者＞
　　　　　・ベンダーと円滑な会話
　　　　　・構築業務の場合は、プロジェクト管理が必要

[②－２]　各部局の業務においてＡＩ、ビッグデータ、クラウド
　　　　などの活用　＜ＡＩ、クラウドサービス活用者、ＲＰＡ、
　　　　ローコード、ノーコード等のツール活用者、ＥＢＰＭ
　　　　実践者＞

[②－３]　庁内の情報基盤やネットワークの企画、導入、運用

　　　　　＜ネットワーク及びセキュリティのスペシャリスト＞

[③－１]　身近なデジタル技術・基礎知識を
　　　　抵抗なく活用し、課室のデジタル化

　　　　を推進　＜デジタル化リーダー＞　　　

[③－２]　庁内のデジタル化、ＤＸ推進に関

　　　　するＩＣＴやセキュリティの基礎知
　　　　識を習得

【ユーザー企業】
[①－１]　顧客のニーズや自社の課題解決に向けデジタル化・ＤＸの必要
　　　　性や、その推進方法などの経営方針を判断
　　　　　・デジタル技術による環境の変化が自社にもたらす影響等
　　　　　・デジタル化・ＤＸ推進の内製化等の必要性

【ベンダー企業】
[①－２]　企業の競争力強化や地域の課題解決を共に推進するパートナー
　　　　としての役割を認識し、デジタル化やＤＸ推進に関する需要を取
　　　　り込むための経営戦略を企画、判断

【ユーザー企業】
[②－１]　自社の課題解決に向けたソリューションを企画・内製化
　　　　　・データに基づいた分析

　　　　　・ＩｏＴ等のデジタル技術を活用し、業務改善や生産性向上
　　　　　・ベンダーと円滑に会話

【ベンダー企業】
[②－２]　デジタル技術に精通し、デジタル化・ＤＸの実践を提案
　　　　　・ユーザー企業と共にプロジェクトの企画やマネジメントを

　　　　　　実施
　　　　　・専門性を有し、技術や外部リソースの組合せを提案

【ユーザー企業】
[③－１]　自社のデジタル化、ＤＸ推進に関するＩＣＴの基

　　　　礎知識を習得
　　　　　・社内において、身近なデジタル技術を抵抗なく

　　　　　　活用

【ベンダー企業】
[③－２]　デジタル技術やＤＸ推進に関する知識を習得
　　　　　・指導を受けながら社内で要求された作業を遂行

行　政 民　間

ＤＸ戦略本部事務局

【ＩＴ人材】
・これまではＩＴを活用するための企画、運用業務を担当する人材が情報システム部門で活躍を期待（プログラマー、システムエンジニア、プロジェクトマネージャー等）
【デジタル人材】
・上記「ＩＴ人材」に加えて、先進技術を活用して、新しい価値を創出する能力が求められ、情報システム部門にとどまらず様々なビジネス(事業)部門での活躍を期待
・具体的には、ＡＩ、ビッグデータ、クラウドなどデジタル技術の活用により、新たなビジネスモデルを企画、推進
・ローコード、ノーコードやＲＰＡ等のツールの活用により、業務の効率化を推進

２　行政及び民間において、それぞれの階層に求められるデジタルスキル
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デジタル人材の確保・育成について



デジタル人材の確保・育成（産業分野）について(案)
人材育成の目指す姿
【ユーザー企業】自社の課題解決に向けたソリューションを企画・内製化できる人材の育成
【ベンダー企業】最先端のデジタル技術やDXの実践に必要な知見などを有する人材の育成　　　　　　　　
【学校等】県内情報関連産業との連携による次代を担うICT人材の育成

現状と課題
　①人手不足が逼迫：有効求人倍率（7月）…全国1.15、本県1.62
　②低い労働生産性：本県の第二次産業労働生産性は全国比74.6％
　③人材が情報関連企業に偏在：ＩＣＴ部門なし…82.0％（令和元年度ＤＩ室調べ）
　④情報産業の全国シェア低位：1人当たり売上高17百万円（全国比69.6％）

（L)未導入企業 （M)導入検討企業 （H)導入実践企業

・ＩＣＴの基礎知識を習得している
・デジタル化、ＤＸ推進の必要性を認識している

スモールゴール①
・デジタル化導入検討開始

スモールゴール②
・デジタル化のトライアル導入

スモールゴール③
・デジタル化による新たな付加価値の創造

ステップ0
苦手意識
無関心

ステップ1
気づき

ステップ2-1
課題分析

ステップ2-2
トライアル導入

ステップ3-1
本格導入

ステップ3-3
デジタル化・ＤＸ
の実践

ステップ3-2
導入拡大

業務の見直し
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階
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・自社の課題解決に向けてツールを比較できる
・AI、IoT等を活用できる知識を習得している

・取得したデータに基づいた分析ができる
・デジタル化による業務改善、生産性向上ができる
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係
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秋田DXクラブ運営事業
県内ＩＣＴ企業の専門家による高校生のＩＣ
Ｔ関連のクラブ活動支援

県内ICT企業による講義の実施（秋田大学・県
立大学・専門学校など）
県内ICT企業による授業の開講、特別講義を実
施

情報関連資格の取得の奨励（専門学校、技術
専門校など）
ITパスポート、基本情報技術者等の情報関連
資格の取得を奨励

県内外で活躍できるデジタル人材の育成
グローバルな視野を持ち、自らの関心や意欲
を具現化できるデジタル人材を育成する教育
の推進
教員のICT活用指導力の向上
教師のＩＣＴ活用指導力の定着を図る教員研
修の推進（義務教育課、高校教育課）

【新】企業内デジタル人材育成事業
（経営者の意識改革）
経営者の意識改革を図るための、国内外のデジタ
ル化やＤＸ事例を紹介（50人）

ＩｏＴ技術体験研修会
産業技術センターの研究員によるセンシング技術を活用したネットワークを自作できる
人材を育成（10人）

先進技術等情報発信事業
県内事業者等のＤＸを推進するため、先進技術活
用に関するセミナーを開催（50人×5回）

【拡】シーズニーズマッチング事業
①（出張相談会）
業界団体等を対象に、デジタル技術の活
用方法等を紹介（10回×平均10社）

【新】シーズニーズマッチング事業
②（トライアル伴走支援）
生産性向上や人手不足に対応できる人材育成のための
デジタル化ツールの導入支援（20社）

中小企業デジタル化支援事業（雇用労働政策課）
中小企業等の在職者を対象とした、デジタル技術に関する基礎的技能を習得す
るための訓練を実施（約100人）　

DX推進ポータルサイト運営事業
デジタル化に関するセミナー動画を公開するとともに、県内企業のデジタル化・ＤＸ事例やＤＸに向けた各種支援制度など様々な情報を発信するポータルサイトの運営　

産業技術センターとの共同研究
企業が抱える課題、研究テーマに対し、産業技術セン
ターが技術的な支援を行い、デジタル技術を活用でき
る人材を育成

【新】企業内デジタル人材育成事業
（デジタル計画作成支援）
経営者と従業員が一体となったデジタル人材育成プロ
グラムの実施（5社）と成果報告会の開催（50人）
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テレワーク導入対策講習（雇用労働政策課）
中小企業等のテレワーク導入に必要な知識・技術
を習得する基礎講習を実施（30人）

企
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【新】デジタル牽引企業創出支援事業　県内のデジタル化、ＤＸ推進を牽引する企業を創出するため、県内ＩＣＴ企業の成長戦略の要となる取組を支援

シーズ・ニーズマッチング事業　  県内ＩＣＴ企業の提案力を向上させるため、課題を抱える県内企業と課題解決ができる県内ＩＣＴ企業のマッチングを支援

DX加速化プロジェクト形成事業　県内ＩＣＴ企業のプロジェクトマネジメント力を向上させるため、ＩＣＴ企業がリーダーとなったＤＸの先行事例を創出

数理データサイエンスなどの関連授業の実施
（秋田大学・県立大学・美術大学など）
AI等を活用した、新しい価値を創出する人材
養成を目指す授業の実施

次世代デジタル人材の県内定着

【新】秋田DXクラブOB・OG会の設立
秋田ＤＸクラブの卒業生など情報関連産業へ
の就職を希望する学生等への情報提供や交流
会の実施

次世代デジタル人材の育成

情報関連産業の説明会等の実施（県内大学、
専門学校、高校など）
県内大学や高校等における、県内情報関連企
業の学生等への説明会の実施

【新】デジタル人材マッチング支援事業
首都圏等の転職を希望するデジタル人材を対
象にデジタルマーケティング手法等を活用し
たプロモーションを行う。

県内企業のデジタル化やＤＸの推進を支えるＩＣＴ企業

商工団体等のＤＸ関連セミナーの開催
テレワークやＩＴツール導入に関するセミナーを実施（約250人）　

職業能力開発促進センターや秋田職業能力開発短期大学校などの能力開発セミナー
ＩｏＴセンサシステムの構築、ＩｏＴアプリケーション開発、IoT ／コンピュータ制御設計・開発などの研修を実施

長期高度人材育成コース（ＩＴエンジニア養
成科）の実施（雇用労働政策課）
求職者を対象にＩＴ技術者に必要な知識・技
術の習得と資格取得に向けた訓練の実施

【新】シーズニーズマッチング事業
③（本格導入サポート）
本格的にデジタル技術の導入を進める事業者の各種補
助事業への申請をサポート（20社）

ＤＸ戦略本部事務局

【産業分野のデジタル化対応方針】 
　地方創生推進交付金を活用した事業（Ｒ３～5年）において、セ
ミナー・研修の実施、ポータルサイトでの情報発信のほか、各種補
助金の活用等による導入支援を実施することにより、ＩＣＴの利活
用による生産性向上などの経営課題解決に取り組む企業を、Ｒ１年
の３８．３％から１０％増加（３，３００社）することを目指す。
　Ｒ４～５年の取組は次のとおり。
　・セミナー・研修の開催　約９００人/年（商工団体等含む）
　・ポータルサイトの閲覧　約３０，０００件/年
　・導入支援（補助金等）　約２００件/年（国補助金含む）

デジタル人材のニーズ調査
企業が高校生や大学生等に求
めるデジタル人材像の把握

資料１-②



デジタル人材の育成（行政職員）

これまで 今後の取組（人材育成の強化）

※１　CYDER研修：国立研究開発法人情報通信研究機構が開催するサイバー防御演習

※２　J-LIS専門研修：地方公共団体情報システム機構が実施する研修（セキュリティ、情報化等）

ＩＣＴ戦略推進監の配置
（民間ICT企業経験者）

○デジタル化関連部署での業務経験
• デジタル政策推進課及び産業政策課デジタルイノベーション戦略
室への配置

人事交流

研修

レベルアップ研修の強化
○【新】幹部職員のデジタル化に向けた意識改革マネジメントセミナー
　　　　［100人程度］

○【拡】デジタル化による業務改善能力の向上［50人／年］
• データ分析、EBPM※３、RPAシナリオ作成等
• 外部アドバイザー人材の活用
• 外部講習への積極的参加

ＣＩＯ・ＣＩＳＯ※４補佐官（人材）の継続確保

業務経験

• デジタル政策推進課主催テーマ別職員研修
   R2:業務改革、オープンデータ
   R3:セキュリティ対策
• 自治研選択研修（パソコンスキル等のeラーニング）

• 新規採用職員研修（初歩的なＩＣＴリテラシー）
• J-LIS基礎研修（県・市町村職員） 

○民間企業との人事交流
• 研修制度

○【拡】デジタル化関連部署での業務経験
• ＤＸセンターと業務部門間の計画的なジョブローテーション（キャリアパス）

○【拡】ＩＣＴ・通信企業等民間企業や関係団体との人事交流の拡充に
よる人材のレベルアップ

○情報化リーダーの育成（各班）【R3年度末終了】
　［役割］班内情報システム維持管理

　　　　　各種手続き（ＰＣ管理等）
　　　　　職員認証基盤システムの管理

• 情報化リーダー研修の受講

○【新】デジタル化リーダーの設置(各課室)［150人程度／年］　【R4～】
• 課室のデジタル化の推進役として
• 指定する研修の受講により修了（次年度以降再任しない）
　　→副主幹に昇任するまでにできるだけ多くの職員が経験

CIO・CISO
補佐官

ハイ
レベル

基礎 〇【新】市町村職員のレベルアップ支援
• 研修の共同開催等による支援強化

○ＤＸの推進
• 若手職員ＷＧ（R3新規：部局から推薦、独創性のある政策提案を
行う。研修を兼ねる。）

○セキュリティに関する知識、技術の習得（担当職員向け）

• CYDER研修※１（県・市町村職員）

• J-LIS専門研修※２（県・市町村職員）

全職員を対象としたボトムアップ
自治研修所役職段階別指定研修のメニューへの追加
○【新】課長級研修等幹部職員のデジタル化への理解促進

• デジタル化による業務改善手法、マネジメントスキルの習得
• 情報セキュリティの意識・知識の向上

○【拡】新規採用～管理監督職員研修（全職員へ普及）

○所管情報システム担当者
• 各情報システムの導入・改修や維持管理

○若手職員ＷＧへの参加（再掲、Ｒ３～）

○【拡】所管情報システム担当者［130人程度］
• セキュリティ対策の強化やシステム最適化の検討

○【拡】若手職員ＷＧへの参加［10人程度／年］

ハイレベル

基礎～レベルアップ
研修内容については自治研修所と調整

ＤＸ戦略本部事務局

※３　EBPM：エビデンスに基づく政策立案（Evidence-based Policy Making）
※４　CI(S)O：最高情報（セキュリティ）責任者（Chief Information (Security) Officer）、

　　　　　　　企画振興部担当副知事、補佐官はICT戦略推進監

資料１－③



資料１－④

デジタル技術を活用した人材育成に関する主な取組について

ＤＸ戦略本部事務局

１ あきた未来創造部

スマート農業技術の普及・指導に貢献できる人材の育成

・県立大学アグリイノベーション教育研究センターにおけるスマート

農業指導士育成プログラム・認定制度の創設

２ 農林水産部

県立大学アグリイノベーション教育研究センターと連携した人材の育成

・農業高校においてスマート農業や生産現場での実践研修等によるカ

リキュラムの強化

・普及指導員によるスマート農業指導士の資格取得を進め、農業法人

など担い手のスマート農業技術の現場実装を支援

３ 建設部

建設ＩＣＴ人材の育成

・高校生等を対象としたＩＣＴモデル工事の現場見学等を実施

・業界団体において若手技術者向け研修等への支援

４ 教育庁

県内外の専門人材を活用したデジタル教育の推進

・普通高校においてデジタル探究コースの新設

・農業・工業・水産などの専門分野の強みを生かしたデジタル教育の

推進

・全ての高校において最先端プログラミング教育の実施

・ｅスポーツの拠点校を指定し、ネットワーク環境の整備や外部の専

門人材を活用した指導体制を確立


